
別添第二 

法第六条に関する判断基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一 不開示情報が記録されている場合の部分開示（第一項） 

(1)「開示請求に係る法人文書の一部に不開示情報が記録されている場合」 

 

一件の法人文書に複数の情報が記録されている場合に、情報ごとに、不開示情

報に該当するかどうかを審査した結果、不開示情報に該当する情報がある場合

を意味する。 

 

(2)「容易に区分して除くことができるとき」 

 

①  当該法人文書のどの部分に不開示情報が記載されているかという記載

部分の区分けが困難な場合及び区分けは容易であるがその部分の分離が

技術的に困難な場合は部分開示をしない。 

「区分」とは、不開示情報が記録されている部分とそれ以外の部分と

を概念上区分けすることを意味し、「除く」とは、不開示情報が記録され

ている部分を、当該部分の内容がわからないように墨塗り又は被覆等を

行い、法人文書から物理的に除去することを意味する。 

例えば、文章として記録されている内容そのものには不開示情報は含

まれないが、特徴のある筆跡により特定の個人を識別することができる

場合又は録音されている発言内容自体には不開示情報が含まれていない

としても声により特定の個人を識別できる場合がある。 

   （部分開示） 

第六条 独立行政法人等は、開示請求に係る法人文書の一部に不開示情報が記録され

ている場合において、不開示情報が記録されている部分を容易に区分して除くことが

できるときは、開示請求者に対し、当該部分を除いた部分につき開示しなければなら

ない。ただし、当該部分を除いた部分に有意の情報が記録されていないと認められる

ときは、この限りでない。 

2 開示請求に係る法人文書に前条第一号の情報（特定の個人を識別することができる

ものに限る。）が記録されている場合において、当該情報のうち、氏名、生年月日そ

の他の特定の個人を識別することができることとなる記述等の部分を除くことによ

り、公にしても、個人の権利利益が害されるおそれがないと認められるときは、当該

部分を除いた部分は、同号の情報に含まれないものとみなして、前項の規定を適用す

る。 



 

②  部分開示の作業に多くの時間及び労力を要することは、直ちに、区分

し又は分離することが困難であるということにはならない。 

一方、録音、録画及び磁気ディスクに記録されたデータベース等の電

磁的記録については、例えば、複数の人の発言が同時に録音されている

がそのうち一部の発言内容のみに不開示情報が含まれている場合及び録

画されている映像中に不開示情報が含まれている場合等、不開示情報部

分のみを除去することが容易ではないことがある。このような場合には、

容易に区分して除くことができる範囲で、開示すべき部分を決定する。 

なお、電磁的記録について、不開示部分と開示部分の分離が既存のプ

ログラムでは行えない場合は、容易に区分して除くことができない場合

に該当する。 

 

(3）「当該部分を除いた部分につき開示しなければならない。」 

 

①  部分的に削除すべき範囲は、文書であれば、一般的には、文又は段落

等を単位として、表であれば個々の欄等を単位として判断する。 

 

②  部分開示の実施に当たり、具体的な記述をどのように削除するかにつ

いて、例えば、不開示情報の記録部分の全体を完全に黒く塗るか、文字

が判読できない程度に被覆するか又は当該記録中の主要な部分だけ塗り

つぶすか等の方法の選択は、不開示情報を開示した結果とならない範囲

内において、当該方法を講ずることの容易さ等を考慮して判断する。そ

の結果、観念的にはひとまとまりの不開示情報を構成する一部が開示さ

れることになるとしても、実質的に不開示情報が開示されたものでない

のであれば、不開示義務に反するものではない。例えば、ある法人の経

済活動についての詳細情報がひとまとまりの不開示情報である場合で、

その一部である外形事実部分のみの情報を開示する場合等がある。 

 

(4）「有意の情報が記録されていないと認められるときは、この限りではない。」 

 

①  「有意の情報が記録されていないと認められるとき」とは、説明責任

が全うされるようにするとの観点から、不開示情報が記録されている部

分を除いた残りの部分に記載されている情報の内容が、開示をしても意

味がないと認められる場合を意味する。例えば、残りの部分に記載され

ている内容が、無意味な文字又は数字等の羅列となる場合等である。た

だし、「残りの部分」が既に公にされている情報のみであることをもって



有意な情報ではないとはしない。 

有意の情報が記録されているかどうかを判断するに当たっては、同時

に開示される他の情報があれば当該他の情報も併せて判断する。 

 

②  有意の情報が記録されているかどうかを判断するに当たっては、開示

請求者が知りたいと考える事柄との関連によって判断すべきではなく、

個々の請求者の意図によらず、客観的に判断する。 

 

二 個人識別情報が記録されている場合の部分開示（第二項） 

 

(1)「開示請求に係る法人文書に前条第一号の情報（特定の個人を識別すること

ができるものに限る。）が記録されている場合」 

 

個人識別情報は、通常、個人を識別させる部分（例えば、氏名）とその他の部

分（例えば、当該個人の行動記録）とから成り立っており、その全体が一つの不

開示情報を構成する。 

このため、法第六条第一項の規定だけでは、個人識別情報については全体とし

て不開示となることから、氏名等の部分だけを削除して残りの部分を開示して

も個人の権利利益保護の観点から支障が生じないときには、部分開示とする。 

 

(2）「当該情報のうち、氏名、生年月日その他の特定の個人を識別することがで

きることとなる記述等の部分を除くことにより、公にしても、個人の権利利益

が害されるおそれがないと認められるとき」 

 

個人を識別させる部分を除いた部分について、公にしても、個人の権利利益を

害するおそれがないものに限り、部分開示の規定を適用する。 

 

(3）「当該部分を除いた部分は、同号の情報に含まれないものとみなして、前項

の規定を適用する。」 

 

法第六条第一項の規定により、部分開示の範囲を決定するに当たっては、個人

識別情報のうち、特定の個人を識別することができることとなる記述等以外の

部分は、個人の権利利益を害するおそれがない限り、法第五条第一号に規定する

不開示情報ではないものとして取り扱う。したがって、他の不開示情報の規定に

該当しない限り、当該部分を開示する。 

また、法第六条第一項の規定を適用するに当たっては、容易に区分して除くこ

とができるかどうかが要件となるので、個人を識別させる要素とそれ以外の部



分とを容易に区分して除くことができない場合には、当該個人に関する情報は

全体として不開示とする。 

なお、個人を識別することができる要素は、法第五条第一号イからハのいずれ

かに該当しない限り、部分開示の対象としない。なお、個人を識別することがで

きる要素は、法第五条第一号イからハのいずれかに該当しない限り、部分開示の

対象としない。 


